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第５章 がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

１ 関係者等の連携協力の更なる強化

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくためには、市町村、医療

機関及び関係団体等はもちろん、がん患者を含めた県民からの意見の把握に努め、

がん対策に反映させていくことが極めて重要です。

学校におけるがん教育や、がんに関する知識の普及啓発等により、がん患者が

円滑な社会生活を営むことができる社会環境の整備への理解を図るとともに、相

談支援、情報提供等を行うことにより、地域における「がんとの共生社会」の実

現を目指します。

２ 県の責務及びがん患者を含めた県民等の役割

がん対策を総合的に県民とともに推進することを目的に定められた宮崎県がん

対策推進条例（平成24年条例第39号）において、県の責務や県民をはじめとする

各主体の役割が定められています。

(１) 県の責務（条例第２条関係）

県は、国、市町村、医療機関、医療関係団体及びがん患者、その家族等で構

成される民間団体その他の関係団体(以下「関係団体等」という。) と連携を図

りつつ、本計画に従い、本県の特性に応じた施策を実施するものとします。

(２) 市町村の役割（条例第３条関係）

市町村は、県及び関係団体等と連携し、がんの予防及び早期発見に関する施

策の推進に努めるものとします。

(３) 保健医療関係者の役割（条例第４条関係）

がんの予防又はがん医療(科学的な根拠に基づく適切ながんに係る医療をい

う。以下同じ。)に携わる者（以下「保健医療関係者」という。）は、がん患者

及びその家族の意向を尊重した適切で質の高いがん医療を提供するとともに、

県及び市町村のがん対策に協力するよう努めるものとします。

また、保健医療関係者は、がん患者及びその家族等に対し、これらの者が求

めるがんに関する情報の提供に努めるものとします。

(４) 県民の役割（条例第５条関係）

県民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及ぼす影響、がんの

原因となるおそれのある感染症等がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防
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に必要な注意を払うよう努めるものとします。

また、県民は、市町村及び医療機関が実施するがん検診を積極的に受けるよ

う努めるものとします。

(５) 事業者の役割（条例第６条）

事業者は、従業員ががんを予防し、又は早期に発見することができ、従業員

本人又はその家族ががんに罹患した場合は、安心して治療し、若しくは療養し、

又は看護し、若しくは介護することができるよう環境の整備に努めるものとし

ます。

また、県及び市町村のがん対策に協力するよう努めるものとします。

３ 患者団体等との協力

県や市町村は、民間団体が行うがん患者の支援に関する活動、がん患者の団体

が行う情報交換等の活動等を支援するため、情報提供その他の必要な施策を講ず

るよう努めます。

４ 必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化

本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し、全体目標を達成するためには、

がん対策を推進する体制を適切に評価していくこと、各取組の着実な実施に向け

て必要な財政措置を行っていくこと等が重要です。

一方、近年の厳しい財政事情の下では、限られた予算を最大限有効に活用する

ことによって、がん対策の成果を上げていくという視点が必要です。

このため、より効率的に予算の活用を図る観点から、選択と集中の徹底、各施

策の重複排除、関係部局との連携強化を図るとともに、官民で、役割と費用負担

の分担を図ることが重要です。

５ 目標の達成状況の把握

計画期間全体にわたり、計画の進捗状況を把握し、管理するため、３年を目途

に中間評価を行います。

また、宮崎県がん対策審議会は、施策の進捗状況を踏まえ、施策の推進に資す

る上で必要な提言を行うこととします。
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６ 推進計画の見直し

がん対策基本法（平成18年法律第98号）第12条第３項において、「都道府県は、

当該都道府県におけるがん医療に関する状況の変化を勘案し、及び当該都道府県

におけるがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも６年ごとに、都道府

県がん対策推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更す

るよう努めなければならない。」と定められています。

このため、計画期間が終了する前であっても、必要があるときには、本計画を

変更することとします。


